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一端を担っている。またぎ細媒摸経営は, 激しい競争 . 

をくり遊すことにより, . 自:大独占資本を頂点とする諸 

資本によって，支配収寒されている。すなわち，ぎ細 

規模経営は，社会的分業の一翼を担って、、る存在でも 

りながら, 最慈の労働譜条件のもとにおかれ,収入も 

低水準におさえられ，非常に'不安定な存在として存立 

している。このような存在として，零細想模経営は， 

中小企業問題として現出.している矛盾を，最も強< 蒙 

ゥているのである。日本資本主義の矛盾が，集巾的に 

あらわれている存在なめ't?おる。

t のような存在であるぎ細規模経営が，昭和30年代 

前半にぱ製造業では減少した。それゆえ,零細規模経 

営の間題性な，雇用機会の増大につれて零細規:摸経営 

力'、減少し，自然に消被するかの如く考えられ

し力、し，昭和40年前後から再庞の确蓄積が進行した 

にも拘らず，ぎ細規模経営は, 急増したのである,雇 

用後会が増大たのに拘らず，奪細規模経営はi f 加し 

たのである。それゆえ，あらためて，増加した理由を 

明らかにすることが現代の中小企業問題を者えていく 

上でも必要になっナこのである。

さらに，このように壇力Bしたぎ細規模経営が，資本 

の強蓄猿過程で，ど*P ようfc位置づけられる力が卿題

となる。 . ’

これらの点を含めて，実証的に明らかに■することが

小論の課題である. ■

昭和40年頃から顕箸な増加を示した，日本の製造業 

の零細規摸経営について，何故培加が生じたのか，増 

加した蒸ま規模経営とはどのような存在でもるかを，

明らかにすることが小論の課題でもる。 ，

零細規摸経営は, . 現代日本資本主義に大量に存在し，

製造藥でも最底辺に位置してはいるが，生産力発展の

法<1〉 零細規模経営とは，零細従業者媒摸経営の赂である。零細おi摸経営は，経営主とその家族の労働を中心とする経f  

である。絲計めfcみた場合，従業者9人feJl下の本業所が, はぽ，これに該当する。
( 2 ) 中小企業間履は変化したかという視角から，常細鋭模経営の助加の要因の分析が，多数なされている。小,瑜では* 

これらを個別的fc检討せず，別の機会にゆずり, 零細規模経営の増加を，統計と態調S とから，明らかにすること

焦点をしぼる， ，
なぉ，琪細说» 営の增加についての, 既存b 代謝見解もあげるならぱ，撒沢菊太郎r構造改善は中小企菜を整 

理するJ (*•ェコノミスト《! M67年10月が日号) , 清成忠刃f零細么業激傲は逆行现缕かJ 経済評論J W m - 3月号)

等があげられる。 ， ■
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零細規模経営の増加についての分析

序零細規模経営存立条件の分析視角

零細規模経營の存立条件の具体的な変化をみるため 

には， 2つの揖角からの接近が必要であるb 1つは, 

零細規模経営の存立条件を，労働力市場での貧労働者 

のり方から把える視角である。いま1つは，需要動 

向•技術変化によって規定される小ぎ細企業の存立可 

'能佳の存在する分野の変化から，ま細摸摸経営の存立 

可能性と分布をみる棍角であろ,

まず，労働力市場から零細規模経営存立条件を把 

える視角の内容を提示する。この視角は，経営主とそ 

の家族の生活を維持するたあに，経営を持続させてい 

る零細規模経営の性格から生じる，しかも，零細規模 

経営主は，直接にき働過程に従事 す̂る者としで,同業 

種の披雇用者と労，働過程において同じ位置にる6 家 

族の生活をi l 持するために，労働過程にま接従事して 

いる点で,零細規模経営と同業の被雇用労働者との間 

に区別は存在しない。そのため，被履用者が独立して 

零細摸摸経営を始めることは多少の資金を持ち，自己 

の製品に対する需要を確保しうるとすれぱ,容揚なこ 

とである。蓉細規摸経営主が経営を維持しえなくなっ 

た場合，被雇用者イ匕することも,雇用機会さえ存东す 

れぱ，容易であや。事実，最近の日本経済でも*多数 

P 彼雇用者の経営主化と，その逆の移動とが生じてい 

る. I ： ,

このように，零細規模経営生とま雇用者との相互移

動が容易であり, 樊際に大量に存在しているとは , 

零細規樓経営の存☆ ；条件にどのような意味を持フかが， 

次の間題である。このような相互移動が存在すること 

は，労働力市場の状態が，披雇用者の独立によって得 

られる所得水準や労鍵)諸条件の最低限を規定し，零細 - 

規模経営主に対して廃業をやむなくさせる所得水準キ 

労働諸条件の水準☆ 規定することを意味する，さらに， 

零細規模経営の開廃業の条件が変化することにより，

ぎ細規模経営相互の競争の激しさヵ竣イ匕する。こめこ 

とは, 零細規模経営?)存立する小零細企業分野全体の 

競争の激しさを，変化させることになる。

しかし労働力市場と零細規模経営とのこのような 

関係は, 個々の労働力の熟練度の相違と労働力m 場の 

不完全性とにより，零細規模経営の存立する分野ごと 

に異なぅたまわれ方をする。熟練度とポ完全性は，各 

分蘇あるいは各地城ごとの，労働力需給を異ならせる 

ことにより，各分魅.地域での開廃業め基寧をま化さ 

せ，鏡争の激しさを異ならせるのである。 ■

次に，零細規模経営が存siT iT能な分野とは,どのよ 

うな分野であるかを検时する。零細規摸経営は経営主 

とその家族の労働を中心とする経営であることから, 

存立可能な分野も，少人数の労働により一生産単位が 

成* しうる分野に限定される。規模の経済性,特に従 

業者規模からみた経済性が,何らかの理由で殆ど存在 

しない分野に限定されるのである。規模の経済性を制 

限するものは，主として，大規模生産の有利性力*、本来 

的に存在しないような技術の性格と，大規模生産を不

法（3〉 この視角からの把握は, 零細規模経営の存立条件をみる場合，従来から多く存在する。しかしその把握の多く 

は, 労働力市場での過剰人口の存在と，索細规摸経営の存立とを直結させている。结細媒摸経営主すなわち停滞的過 

剰人口という把握である。こ'こでは，このように狭く把えず，労働力ホ場の状態全体との関連で把えている。，なお. 
停滞的過剰人口として把握する最近の例として，統許指標研究会•■中小零細業にたいする支配強化と階層分化J (f■経 
済J 1973年11月）がある。 •

( 4 ) 適S 規模論立場の議論は，存立可能な分野の条件は何かという視角から，もっぽら零細说模経きをみている。こ 

こでは, 存: がTit能であることを, 適正な存在であネかどうかの基，として考えているのではない。填に，存立の可 

能な分野の条件は，いかなるものであるかをみているにすぎない。この点については，佐藤芳雄. 中山金治「わが国 

におけるf適正規模』中小企業論の批判J (»■講座中小企辕J 3所収) を参照/
(5) この点については，IIの 1め図1 と図2を# j瑕.
( 6 ) こめ点にタいて，多少詳しく述べも。 ’
■ 労働力市場で，労働力の供;哈が需要を上回る程，零細規模経宵主化への庄力は強くなり，廃業による彼雇用者化は 

困難になる。例えば，昭和恐慌期に，工作機械工業で零細工場が姨出した（小 端 雄 ra：作機械工業の発:達J P.30 
び第! :次中小企業研ゆ』所収) )場合はその一事例て，あるぃ逆に, 労錯力に対する需要が増加する程，商業は容场とな 

り，零糾規模経営間の鏡制3；緩和する.

( ? ) 熱練庇の高い労働力はど貨金が【1 み、のに対fKし7：, 零細极摸経営主の収入も，熟練度の高い痛常主はど高くなる0 
同- -労働に•ついて地域的な貨么格差が存在すれぱ，そ れ し て , 零細规模経営主り収入も與なることになる。

U ) 技術の他格から, 韵 ill媒模経常の存立を可能にする分野をみれぱ, 2 つの場合が存f e t る。1ぅは,:機械化そのも 

. のが困難であり，少人敦による手工菜生;産にっている分野の場合である，いま1つは, 機械化は進展しているダ,

— ~ 255 (it)7 i)
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中 分 類 別 業 種

食 料 品 製 造 業  

繊 維 • エ 業

衣服その他繊維製品製造
業

末 材 ，束製品製造業  

家 具 ，装備品製造業

バルプ，紙

紙 加 工 品 製 造 業  

出版印刷，同関連産業 

化 ’学 X 業

石油製品，石炭製品製造
業

ゴ ム 製 品 製 造 業  

皮 本 ，同:製 '：1̂も製造業 

'ま業* 士石製品製資業 

鉄 銅  業

雄 跌 金 属 製 造 業 I 
金 厲 製 品 製 造 業  

機 械 製 造 業  

霜気機械盤具製造業  

輪 送 用 機 械 製 造 業  

精 密 抜 械 纖 造 業  

そ の ‘他 製 造 業  

製 造 業 計

A は減少もまわす。 資料鶴所統計

昭和32年 38年 44年 A 機 全 事  
業所数B

91,756 82, 590 75,912 100, 099
64, 231 78. 908 104,046 125, 425
21,303 29,150 32, 573 43, 658
48, 737 43,716 38, 334 54. 503

' 2 5 ,956 24, 933 31,113 38,150
11,719 12, 934 13, 557 20, 020
13. 482 17, 373 26,123 37, 641
5, 890 4,367 3, 376 8.327

283 / 241 377 1,o n
1,023 1,613 4, 686 7,207
7,119 8, 300 10,113 • 12, 371

21,584 25, 540 22,110 33,720
1,585 2,110 3, 283 8,162
1,342 2, 012 2, 486 も710

26,407 36,903 58, 384 79,952
■14, 280 19, 625 28, 299 46,151
3, 791 5, 772 11,125 24, 288
7,299 8, 009 12, 604 20,183
3,672 4, 496 6, 540 . 10,368

40, 382 43,214 48, 824 62,112
411,841 446,825

- -

533；881 738. 094
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體摸 -
人

1〜 9 

10 〜 19 
20 〜 49 

50 〜 99 

100〜 299 
300-999 
1000 〜

計

事業所数

昭和45年

従寨者数

A
1, 909. 757! 
1,262, 388

1,559, 287| 
1,291.099 
1.859, 095| 

1.751, 04o| 

2, 047, 014]

652, 93111, 679. 680,

ぺ百ガ円
3, 986, 641

4, 486, 6751
6. 997, 744i 
6. 589, 256| 

11,671,482 

14, 560, 9241 
20, 742, 0651 
69. 034, 786|

百万円
1. 933. 505|

1. 836. 271
2, 532,167
2, 311,900
3. 960,187 

も 766, 202 

7, 231, 6791
|24, 571,912

表 2 製造業（従業者規模別)

資料工業統計表

事 業 所 数

人
1 〜 9 342, 977
10 ~  19 6も 200
20 〜 49 38, 740
50 〜 99 10, 214
100〜 299 5. 517
300〜 999 1,602
1000- 477

計 463, 727

昭和32年 

従 業 者 数

1,168, 056 

864, 985 

1,146, 947 
693. 719 

900, 997 
805, 396 

1,024, 455 
6, 604, 560

工業統計丧- . -  -一

がぎ細業所であり，10方 4千余に達している，そ れ 3万以上の零細事業所が存在している。これらの中分 

以外では，食料品，その他，金属製品，木材 . 木製品， 類業憧では, 零細事ぎ所が業糧の事業所数の70% 以上 

家具 . 装備品，衣服，その他の繊後製品の各製造業にを占めている。ぎ細# 業所の比重は小さいが, ’絶対f t
\ .

表 3 製造業業撞別零細事業所数（1 ~ 9 人規模）

「三田学会雑誌」67卷10号 （1974年10月〉

C 9 )
利とするような需耍の性質とである。

なお，労働力市場で労働力が過剰でもれぱる程 , 

零細規模経営の廃業は困難となり，規模の経済性での 

不利に拘らず経営を維持し残存する可能性が強ぐな 

る。とのように労働力市場の状態は,暴斯媒模経営の 

残存の程族を，全般的に拡げたり狭めたりしても、る。

また，ま業構造上，規模の経済性が比较的作用しに 

くい分野が，どのような位置にある力、をみるならば， 

次の3 つに整理しネろ。それらは，原材料の中間加工, 

組立産業での部品の製造• 加工，非耐久性め消費手段

これらの零細媒摸経営は，技術•需要の性

..である。

さらに，

格の相違に応、じて，企業^ 1 団を形成して、る場合と； 

分散的に存在してい'る場合とがある。企業集0 も形成 

する為合は，集団を形成すること‘により，社会的分業 

り細分化を押し進め，ぎ細規摸経營の存5!z：可能性を拡 ’ 

げている。地場J i業がこれの典型である。他方，消費 

手段生産部鬥では，消費手段の需耍側の分散性に対応 

して, 分散して存立している紫 細̂規模経営が存在する。 

商品の質により，生まと消費が地域的に密接すること 

を必要とする場合である。

以上のような性格と位置と形態をもつぎ細規摸経営 

の存立可能な分野は，生産力高度化， 藥構造のまイ匕 

等にJおじ.て，縮 小 ，拔 大 ま た ，新生*消減をくり返 

しているのであろ。 ，

最後に,，零細規樓経営の層全体としての存立条件と, 

個別ぎ細規模経営との関係について述べる。ぎ細規模 

経営層全体としてほ. 前述した条件の変化に•对応して

存立状態をま化させているが，個別零細規模経営はそ 

れと異なり，常に:開業 • 転業 . 廃業をくり返している。 

同-^の零細規模経営が，同一*の分野に同-^状態で長期 

間存在していると把えるよりも，絶えず経営はいれか 

わると把える方が妥当な考え方である。つまり，個別 

経営の激しい劇匕を通しで，零細規模経営層全体は, 

労働力ホ場のまイ匕と零細規模経営の存立可能な分野の 

変イ匕とに対応して，ま動しいくと把えられるレ

I 製造業における奪細規模経営 

.  についての概観

ぎ細規模経営の動向を検討するのに先だち，製造業 

全体の中での零細規模経営を概観する。，

表 1 からわかるように，昭和45年では, 従業者数9 

人以下の事業) は, 事業所数で7 3 % ,従業者数で16% 

余，付加価値額で8 % 雜を占めている.。これを昭和32 

年 （表2 ) と‘較べれぱ, ぎ業所数でも従業者数でも， 

相対的には多少減少しているが, 絶対量では，ぎ業所 

数で16万弱，従業者数で74万人余増加していることが 

わかる。 とのようにぎ細規模経営は，昭和30年以降， 

製造業全体が急拡大した中で,かなり安定的な地位を 

占めている。

これらのぎ細想摸経営を，産業中分類別にふれば, 

どめ業種にも均学に分布しているのではなく，業播ご 

とに比重が相違し絶対量でも大きなバラつきがある。 

表 3 をみれぱ，ぎ細事翁5fの比重が大きく，絶対量が 

大きいのが繊維工業でとることがわかる。全体の83%

高度化した機械体系自体が，少人数での操業を可能にする分野の場合て:ちる。 ,
注（9〉 規模の経済性の路揮を制限する需耍'の性格は，以下のようにまとめられる。需耍が地域的fc分敗していること，需 

要の絶対置が小さいこと，需要の標準化の程廣が族し、こと，需耍の変動が激しいこと，これらが主たるものである。

. ( 1 0 ) 原材料の中間加工の例としては織布業，部品の製造.加工の例としては機械工業の下層を形成する下請部品加工業， 

消費手段の例としては玩真製造などの雑貨製造業がある。このような分類を行っているものに，..小谷千秋，，内田星ま 

: ，秋美;ぶ志『日本のエ菜資本』 （t>.76〜7 9 )の整理がある。

( 1 1 )分散的な分野は，伝輯的な食料品翦造業（和盤子製造業等〉などに多ぐみられる。これらについての詳しい事例研 

究としては，板食膀高•井出策夫•竹内淳彦「近在必要工業J (『大都？！樣細工業の構造4 第2章）力tもる。地場産業 

については，多くの3が例riff免が存在する。例えば，大内兵衛監修『地域と産業ム大阪府立商工経済研究所編け阪の 

中小企業ん仮倉膀高. 井出策夫‘ 竹内淳彥ド東京の地場産業J がある4 ■
( 1 2 )ここで示したのは，あくまでも，零細躲» 當の存立の水準と分野を決走する条件にすぎな、、。具体的にどのよう 

な形態を通して, '零細规摸経営が独tii資本によゥて収報されて、、るのかについての分析のための条件をポしオこのでは 

ない。そのためには，ここで分析した条件を基礎とした上で，ヨリ具体的な条仲を者えていくことが必要でちるぃ

( 1 3 )細分烦榮独別に港細说摸経営をみるためには, 企謝 {1位の統計を得ることはできない* そのため，こ；以卞て*はガト 

衆所Jjl位でみ-1V、く。 細Jが業所とは従菜者9人以下の班菜所である。なお, 零却1さ傑所の付加価値額は,粗付加職 

値であらわされて'̂ 、るので，他の鋭摸の純付加価値額とは破密な嶽ぶでは比較できな、、。ここでは- 参考のために， 

比Btをだしてみた， > ■

2^ (10 72 )
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が大きな衆髓に，機械関速の4爱植がある。 4 業糖で 

零湖事業所は4 万弱はど存在する。

また，昭和30年と比較すれぱ， 細事參所総数とし 

てi t増加している。し力、し，時期により業種によりバ 

ラつきがある。決して一様に増加したのではない。減 

少している時期もある，ま^ 減少している業截もある。

ここでみてきたぎ細事業所の時期的な動向変化や， 

業種別の動向の相速に着目して，これらの生じた原因 

を明らかにしていく,ことによ.り，昭和30年以降の，零 

細規摸経営の ‘化と琪状を把握するのが，本論文の課 

翅である。 ■

n 昭和30年以降における労働力市場，

と零細規模経営

1 . 零細規模経営主と被雇用労働者の 

相2 ：移動の実態

零細規模経営の存立条件を規定するものとして，労 

働力市場との関係をみるためには,被雇用労働者と零

細親模経営主との間に，どの程度の相互移動があるか 

を確認する必要があるレさらに，この相5：移動力t昭和 

30年は降どのように変イ匕した力、を確認する必要krifeる， 

この相互後勤が大量かつ恒常的に在在してこそ，小論 

の祝角の現実的妥当性が示される。なお*製造業零細 

規模経営主の前歴をi t 接的に示した全体的な統計は存 

在しな、、ため，まず， f就業構造墓本調查_B 'に■よりi 

非農林業自営業主の移ffiをみる。

. 男子非農林業自営業主の場合，非農林業被雇用者と 

無業者の両者との間の相S 移励が，主たるものである 

(因1参照)。また， いずれの年も,非農林業被雇用者 

からは流入起過で，無業者へめ !̂ じ出超過である。無業 

者との間の流出入は， 1年間に， 5 〜 6 万人の流出,

■ 2 〜3万人の流入であり，大きな変化はない。それに 

对し非奥林業被雇用者との移動では，流入が4 方人 

台から9 万人台に増加し男子非農林業自営業主全律 

が，昭和34年の流出超過から，43年46年の流入超過に 

力、わった。農林業からの流入は，昭和34年の 7 千人か 

ら， 46年の 2 千人へと魚減している。

國 1 非蔑林業自鸯業主の1 年前との移動

昭和34年 

男

単位千人

廣林業就業者

H |3

昭和43年 

男 廣林業就業者

非 農 林 業 - U . 非，林 業 非 農 林 業
 _ _» trfrf 111

家族従業者

分T類能

女

家族従業者

不能

自営業主 ^

4  h

無業 

•農林業就業者

^ 非 廣 林 集  
r  .自 営 業 主 12

/ ^ 9 。| ト6'

無-ま

雇用者
非 農 林 業 — >非農林戴 
家 族 従 業 者 y 赏業主

46

す

非虔林業厢用者

女
農林業^?^業者

S &  ま  t i l l  i 灌用者

分顏不能

155[.|116 

無業

資 料 *■就業構逸ay本調S *!昭和34年 •昭和43伴

a  (U) r現在および1ィJi前の従菜上の地位，鹿菜（非座林業旧用者) J につ'̂ 、て集計した*■就衆偶-遺述本調查J のまをも

とに，非農林榮自赏菜主の1年問の移動を整SBした，な お こ め 昭 和 34̂ fも 40年. 43年，46年の各年にゥいてえ

られる <1 ，
( 1 5 )無 第 と は rふだん収入を得ることを目的とした似Jめもっていない者J び就猿構；驢木調在 j ) でもる-の巾 

には, r家ポをしている者J, 学をしている者J ,「そめ他j の3つがる。93子自臀衆;11との移動は，•■その他Jが

多く，女子は f家ポをしている者J 力t大部分であ>る。

— 2 B m 0 7 4 )—

零細規模経営の増加についての斤

昭和43年の男子製造業自営業主の転職状況をみると， 

翦造業自営業主へ転職したもの2方 5千人（新规就業者 

6千人を除く) '中，製造業被雇用者から1方 8 千人，そ 

•の他の非襄林業被雇用者をあわせをと2 万 3 千人が被 

雇用者;̂ 、ら の 職 者 で あ る （図2参照〉。また，転出者 

1方 1千 人 （雕載者9千人を除く）中, 1万人が非農林 

業彼辱用者へ転職している。

は上の分析からいえることは, まず，男子製造業自 

営業主の供給源は，製造業を中心とする被雇用者であ 

ること，流入の増加は, 被雇用者のg 営業主イ匕の增加 

によることである，さらに廃業による流出は，昭和30 

年以降，ほほ，安定的!*こ推移し，大きな変イヒはないこと 

から，製造業自営寒まの増加は，被與用者からの流入 

増加から考える必要がある。廃業については,常に大 

量に存在していたことに注目すべき点がある。

女子非農林業m営業主の場合は，家事に従事してい

る者との間の流入が，全体の1 - 8 割(図 1參 船 を !̂̂  

めている。 し力、も，流出入全体の媒模は城;大してきて< ロ〉
いる。.

さらに製造業の場合，自営業主■(匕していく被雇用者

の中心は, 同業の中小金業労働者である。，このことは， 
■ ' 一, (16)

諸調查の結果からも明ら力、である。しかもこの傾向に，

昭和30年以降，大きな変化はない。中小企業労働者が

自営業主化するのは，ぼで述べたように，ま細規模経

営そのものの性格によるのである。

2. 中小企業労働者の開業を促進する 

請要因とその推移 

昭和30年以降，製造業の中小金藥労働者の開業を促 

進する要因が，どのように変化したかを労働力市場の 

伽からみるのが，ここでの課題である0 

昭和30年当時, 労働力市場では,現在とくらベれぱ

昭和43年 

男

図 2 製造業S 營業主<?>1 年前との転職状況

農林業就業者
単位千人

製造業家族從業者

製造業®旧者

製造業 
自営業i

Iv

新規 
就業者

離職者

女

製造業.家族従業者 

製造業履用者

農林業就業者

製造業 
自営業主

52| 60 I

新規就業-者離職者

その他の非農核業 
営業主

その他の非®抹ホ家族従業者

その他の非農林案濯旧者

その他の非廣林業自営倉主

その他の非廣林業 

家族従業者

その他の非農林業 

'雇用者

法(1 6 )過去1年問の産業別め転職き数でる，この表は，製造業自営業主については，昭和43年度版のみ区別しうるため， 
時系列の変化を示しえない。

(1 7 )この点は，女す®造業自當業主10方9千人中，揚維圓係に7万3千人が存在すること（『就業偶造基‘本調-;昭和46 
. 律 '■仕事が主な者J ) , きらに战雄では，農村地域での主婦の貧機どし■!；の動員が問題になゥていることを考えあわせ

ると，繊維工業における零細;W模経営の地加を者える上で，注目すべき点である。

(1 8 )国民金融公fit調 部 •■新抑1猿突想調S j  («■国民金融公旗調查: 報J No. 108, 1970年3月号〉によれぱ，新躲開 

業306件中220件までが，同家冲小企業被履用あ出:^t：，あり，界-業の中小企業被®用者を加えるならぱ，約83% を め  

ているぃその他, 藤州清么r小常細企業における新规開夢の突爐J(『国民金融公撒調查月報J No.70,1967年 1月号)，

*•49年版中小企業由-f t b 等の調3*?でも，同様に約7割が同衆ホ小企業被滞;Ti者出身である，

259(1075)
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しかし，年||̂5別資金格差ほ依然， 

(ま5参照〉。 また， 中高年中小企ま 

不利も存在している。地域的な労お 

相違も，依然として存在している 

めことは，中小企業労働者の経営さ 

力；，相まわらず存在していることズ 

資本によって下請としそ利用されう 

労働力市場の不完全性による地域 

より，地方に大量に存在し，それを 

うながしている。

以上を耍約すれぱ，昭和30年以 

‘ I匕は，雇用機会にめぐまれないただ 

ていた零細規模経営主が,廃業して 

.とを, 促進する性格を持ゥている。• 

小企業勞働者の開業を，加速化して 

，いない。ただ，開業意欲を持たぎる

表 6 •-般職業紹介状況（新規

求

新規 

求人数

^
.
o.

の
 

0

0
 

1

* 

o
r
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4
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0

0
 

1

 

.加

ね

部

％

加

冗

ぬ

；̂

ゆ

g

 

§

799 

771 

893 

1.030 

794 

892 
1,158 

1,251 
1,403 

1,507 
1.315

u.り 

0.7 

0.7 

0.7 
0.8 

0.6 

0.7 

1.0 

1.1
1.3
1.4 

1.1

 (千人） 斤人） （产、
資料労働省H i菜安定架務統計J 川所厂労働(̂ 1書」(47^0

(ft料出所） 労働省r職榮安定業務統計J 
(ffl/lr) 労働市場便®』

1年度 

平均 

(昭和)

求 職

新規求職 
申込件数

月問有効 
求者数 

(A )

35 372 1,109
36 356 1.077
37 363 1,139
38 365 1.277
39 351 1,292
40 352 1.249
41 348 1. 214
42 331 1.162
43 327 し122
44 319 1,083
45 325 1/070
46 353 1,178

填 位 （千件） （千人)

地 域 全参
19 0 20〜26〜31 ~ 36〜41〜51〜56歳
以ト 25-^ 35歳40慕50 it 55歳以上

全 数 0.8 0.4 0.9 0.7 0.6 0.6 0.9 2.6 8.5
北 海 道 : 1.8 1.1 2.2 1.7 1:4 1.3 1.8 5.2 11‘ 7
東 北 1.2 0.8 1.4 1.2 1.1 1.0 1.6 4.3 7.3
関 東 0.6 0.3 0.7 0.6 0.5 0.5 0.6 1.7 7.4
中 . 部 0.4 0.2 0.5 0.3 0.3 0.3 0.4 1.5 5.2
近 幾 0.7 0.3 0.8 0.6 0.5 0.6 0.7 1,8 7.4
中 国 0.9 0.5 1.1 0‘ 6 0.6 0.6 0.9 2.8 9.9
四 m 1.7 1.0 1.7 1.5 1.8 1.5 2.2 4.8 12.2
九 州 2.9 1.7 3.2 2.3 2.3 2.4 3.9 11.5 25.5

零細規模経営の増加についての分析

b して存在している依然として存在しているといえるだけなのであろ< 
き労働者の就業上の

幼力需給の逼迫度の 表7 製造業規模别貧金上昇牢の推移

(丧8参照)。これら

£化を{®進する要因 

E；、示している。また，

■>る低賞金労働力が，

〉が零細経営開業を

の労働力市場の変 

〉に，経営を維持し 

:被雇用者化するこ 

この面からは，中 

い< 変化は虫じて 

をえだい状況が，

学卒を除く）

人

^問有効 
求人数

一 (B) 一

\規接

昭 V
和年\

500人以上 100 人~  
499A

30人〜 

99A
5人~

29人

30 5.5 3.2 4.0
35 5.9 8.0 11.3 9.4
36 8.8 1 2 , 8 14.4 , 14.1
37 6.0 10.1 15.0 22. 9
38 9. 2 10.8 13.1 11.7
39 10.1 11.2 9.9 14.2
40 7,7 9.6 9.4 12. 4
41 12.5 11.8 10.4 9.7
42 13.5 12.9 11.7 11.0
43 14.1. 14.7 16.1 19.9
44 15. 7 ,16.7 16.7 14.1
45 17.2, 18. 3 17.4 . 1 6 . 6
46 13.6 13.2 13.9 14.8

有効求人

倍率

/> A/\

.  一 ％)
資料労働智T每月勤労統計J 出 所 47年労働白書

表 8 年齢別求職倍率 42年10月

rr.i'，-.- ■ - i 1 ' .，ノr'iT'n-iiniiirf‘ iftii— ig t f l H H r B n w r — nmTgii— i■»— m i

261(1077)

法(2 2 )滝沢菊太郎氏は, i の点を，最近の零細親模経営墙加の要因としてffi祝している（滝沢菊太郎r労働力不足化と零 

細工業の增大J (『商工金融』1971年 6月号)。M4~47〉。しかしこの点は,常に中小企業労働きの開業を促進して 
いたものとして，位體づけられるべきである。

( 2 3 )このことは, 組:&産業の組立工場の地方進出のfUj題として，また，繊維:T：業でのr出機J の;̂ 村地域での城大の間

題として現象している。，前者の例として，池fU正# 「最近におけるず廣忖工業ふの動向につい't j  ( f国民金融を旗調

遗月報』No. 139〉で報告されている，上供卯地方の機械:!:業等があげられる。後者の例として,丹後地方での出機

の!;ム-大等がある（上林Iミ次郎•水律雄三r?ii陣機業における織元と問屋J (大阪市☆：大 『経営研究J 110.111.112仓 
併号〉P‘ 36)*

供給が需耍を:^幅に上回っていた。これは当時の求人 

倍率が0. 2 悟<̂9低さであったこと，求人充足率が87.8 

% と高かったこと等tからも明らかである。すなわち， 

雇用機会にめぐまれないがために，ぎ細規模経営を維 

持しているものが，多数存在していたのである。

また，このような労働力過剰のために，従業者規模 

別にみた貧金格善は大きく （ま4参照) , 中高年中小：̂  ̂

業労働者では, 賞金上昇は摩滞し!大規模企業労働者 

とめ賃金格差も, ョリ大きなものとなっていた（表5參

照) 6
このような状況は，中小企業労働者が営業主化す 

ることを, 強く促進していたとぃえる。強い開業圧力 

のもとで零細规模経営が存立していることにより，経 

営主の収入は，家族労働力を動員しているにも拘らず， 

中小企業労働者の賞金による収入より，多少高い水準 

に窗っていた。

由学-会雑誌j 67巻10号 （1974年10月）

表 4 製造業規模別貨金格差

\戚模 

| 年\
500人以上

100人〜 
499人

30人~  
99人

5人〜 
29人

30 100.0 74.3 58.8 — ■

35 100.0 70.7 58:9 46.3

36 100.0 74.5- ■ 6L7 ' 49,3

37 100.0 77.6 66.7 57.0

38 100.0 79.2 68.8 58.1

39 100.0 79.0 69.5 60.4

40 100.0 80.9 71.0 63.2

41 100.0 80.9 69.8 61.6

42 100.0 79,6 67.7 60.0

43 100.0 80.2 68.9 63.1

44 100.0 80.9 69.6 61.9

. 45 100.0 81.4 69.6 61.8

46 100. 0 81.2 1 69.9 62.7

し力、し，昭和30年以降，労働力市場の状況に，いく 

つかの変化が生じた。その第一は，昭和30年頃に較べ，

労働力の供給側が相戈き的に有利になってきているとと 

で あ る （表6参照)。その紹果，昭和30年代後半には，

従業者填模別資金格差は縮小した’ (表4参照)。また，

それ以後の賞金上昇率も, 名目では年10% m  7参照)を

表 5 製造業 • 企業規模ならびIこ年鶴別賞金年齢别賃金格差の推移

ただし比は5i金給与総額に対■してとった。 •
資料労働省' Tお月勤労統計J 
出 所 47年労働白!！

こえている。

このよう >こ労働力市場で供給側に有利に展開した£ . 

とから，n — i で示した自営業主の雇用者イヒの大量か. 

つ恒常的な進展を，かなり説明できる。

規 摸
t m i

年 齢 計 1 8 廣 未 满

1 8 歲 以 上  

2 0 歳 未 満

2 0 歳 以 上  

2 5 歲 来 满

2 5 歳 U 上  

3 0 歲 未 满

3 0 歳 以 上  

3 5 歲 未 満

3 5 歳 以 上  

4 Q 歲 未 满

4 0 歳 以 上  

5 0 歳 末 满

5 0 歳 以 上  

6 0 歳 未 満

6 0 歳 以 上

従 業 員  

1 0 0 0 人  

以 上

3 6 年

1 5 9 . 6

2 6 . 5

5 0 . 6

8 . 4

7 8 . 3  

■ 1 3 . 0

1 0 0 . 0

1 6 . 6 -

1 3 6 . 1  

2 2 . 6

1 8 1 . 3

3 0 . 1

2 0 9 . 6

3 4 . 8

2 3 6 . 7

3 9 . 3

2 4 0 . 4

3 9 . 9

1 2 5 . 3

2 0 . 8

4 6 年

1 3 0 . 5

7 6 . 1

6 0 . 5

3 5 . 3

8 1 . 8

4 7 . 7

1 0 0 . 0

5 8 . 3

1 2 4 . 4

7 2 . 5

1 4 3 ‘  7  

8 3 . 8

1 5 5 . 2

9 0 . 5

- 1 7 1 . 2

9 9 . 8

■ 1 7 5 . 8  

1 0 2 . 5

9 8 . 6

5 7 . 5

従 業 員  

1 0 〜  

9 9 人

3 6 年

1 1 3 . 3  

1 7 , 9

5 8 . 9

9 . 3

7 7 . 2

1 2 . 2

1 0 0 . 0

1 5 . 8

1 2 4 . 1  

1 9 . 6

1 3 6 . 7

2 1 . 6

1 4 7 . 5  

2 3 . 3

1 4 7 . 5

2 3 . 3

1 3 2 . 9  

2 1 . 0

1 1 1 . 4  

. 1 7 . 6

4 6 年

1 1 9 . 6

6 5 . 4

• 6 1  ‘  4  

3 3 . 6

7 8 . 6

4 3 . 0

1 0 0 . 0  

' 5 も 7

1 2 4 . 7  

6 8 .  2

1 3 6 . 2

7 4 . 5

1 3 8 . 0  

7 5 . 5

1 3 2 , 9

7 2 . 7

1 2 1 . 2

6 6 . 3

1 0 0 . 0

5 4 . 7

------------- -

P权 . 、ょ I I J/ び ' ル 、-
資料労働翁 r货企構造3̂ :本統計J 出 所 47律労働白書

j主( 1 9 )労働翁••職業安業孜統計_ !にもとづく， fク;働市場使览J (P.13),より引用*,
(20) *■就業溝造基本網によれぱ，昭和31律には，93子仕事がおもな者でみると，10~99人親摸Jj傑所の®用ま-の

平均货金が13.?方円で, 常業主の平均制Xが24.8方円である。 *
. (2 1 )昭和3妳代後半には， に，谢Si上のまぶ摸別® 金格差が綿小したぱかりではなく，獎@的にもめM、した。小好奴 

*■戦後日本の货を決定j (p. 205)の付ま2によれば， r性 . 労職•印齡別労働者桃成J を固定した場合でも,格务

は縮小している。
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1000以上

18.19. 食 料 品 製 造 業
/

20. 徽 ま エ 業

2 1 .衣服，身の廻品S4造業

2 2 .木 材 ，木 製 品 製 造 業

2 3 .家 具 * 装 備 品 製 造 業

24. '5 ルプ紙*加工品製造業

2 5 .出 版 ，印 刷 ，業

26. 化 学 エ 業

2 7 .石油'石炭製品製造業

2 8 .コ'' ム！製 品 製 .造 ' 業

2 9 .なめし皮 I，毛皮 .同製品 
製造業

3 0 .黑業，士石製品製造業

くその他の水鹿贷料 
品 （1164)〉 ■

綿スフ織物業.(1163) 
網人祸徹物樂(2837) 
横編メリヤス生地同 
製品 (1984)

婦人子供服(1201)

<竹，. とう：' き■りゆ 
う容器(1023)〉

建具（1892)

印刷業 (2624)

500〜 999

31. 鉄

32. 非 鉄

33. 金 属

m m

く生パン(701)>
く乾バン千菜:子

(737) >
他に分類されない繊 
維エ黎 (737)
ねん糸（829)

300〜 499 100 — 299

般 機 械 製 造 業

35. m 気 機 械 製 造 業

雄設用金属製品
(2205)

J カン板金（2214) 
打抜プレス加工金属 
製品（1227)

金属工作機械，金愿 
加工
機械の部分品.付属 
品 （1072)
金塑同部分品#ぼ品 

(2028)

食卓用. ちゆう房；f] 
陶磁殺 (526)
石工品（502)
く站士力、わら(504) >

他に分類されない金 
跡 ‘ (533)
翅築用金属製品

(957)
その他の金属ま而勉 
理 （964)
ボルト，ナット .
べット. ねじ'，木ね 
じ （844)
金属工作機械(842)

く乳製品(367) > 
くでん粉胸) >

纖物手加工染色盤卸 
業 (415)
細幅織物菜(308)
<その他の練緒

(390)〉 
作業服 (397)

く木製ハキ物(314)>

段ボール箱(446)

製本<353)
零真製版(370) 
印刷物加工(393)

ア。ラスチック製はき 
物 (406)
工業用ゴム製品

(323) 
袋物（409)

鉄鋼シャースリ.5>ト
(429)

他に分類されない金 
厲M製品（307)

W M im m m m )
その他の霜気機加 
通信機器用部分品 

(827)

機械工具(392)
ビ•?、ン、/ fooqS \

荷役運搬設備(307〉 
各# , 機械同卑5分品 
製遭修理(405) 
その他の一般ま業用 
機械装廣(455)
油ぼ機糖(383)
開閉裝瞪配m盤制细 
mm (304)
民生/U爾気機械-器具 
(389)

3 < 8 >

4 <1>

5 0

2 <3>

2 <1 > 
2 < 1 > 
2 0

0 0 
0 0 

1 <1>

2 < 1 >
3 <3>

2 < 1 >
3 0

9 <1>

計

3 <13> 

11 < 2 >

8 1

2 <5>

3 <1> 
3 <1> 

6 0

0 0 
,0 0 
3 <1> I
3 <1>

5 <4>

3 <1>

4 0 22 < 1 >

11 0

263(10/9)

零細媒模経営の増加にづ\^、ての分析 

表1 0 細分類業種Iこよる響細事業所のi兽減表 昭和42年 - 45年

r兰田学会雑誌J 67卷10号 （1974年10月）

m 零細規模経営の存立可能な分野と 

そ の 変 化 ,

1.ギ細規模経営の湖减についての概観 '
零細纽摸経営が存立可能な分釘•の動向から，零細規 

模経営の動向をみるためtこ，まず，どのような業描で 

増加 ‘ 減少が生じている力、を検討する。

『事業所統計J から作成したま3 と表9 が示すよう 

に, 昭和30年代前半には，製造寒全体では，零細填摸 

経営は多少減少した。その中でも，減少め箸しい中分 

類業館は，食料品とポ材 ‘ 木製との商製造業である。 

この2 つの業糖では，零邮事業所がそ<?；)後も減少し続 

けてぃる。他方, 金属製品製造業では，參細事業所が- 

増加し続け，昭和40年以降，増加率が上昇している。

また嫌維工業では，昭和30年代前半には，零細事業所 

が多少減少したが, 30年代後半以降，中分類業種中で 

最大数の増加を示している。その他の増加率の高い業 

糖は， ゴム製品製造業，電贫機械群具製造業を中'むと 

する機械関連4業 種 (他に，機械製造業, 輪送ffl機械製造 

業，精密機械製造業である。 この4業極を，機械工業と今後 

呼ぶ〉でごある。特に機械工業では, 昭和40年以降,增 

加率が高まっている。

次に，零細事業所数の增減の業種ごとの相違を，昭 

和30年代前ギ:に,製造業全体の零細事業所数を減少さ 

せ，その後，大幅に増加させた業独は，どのような業 

種かという角度からみる。中分鎮襄種別壞加寄与■率の 

ま 9 をみるならぱ,零細事業所数の励向にま化をもた 

らしたのは，繊維工業での，ぎ細事業所数の微減から 

急増べの転化と，▲属製品製造業，印刷，製本業,機 

械エ業での，増力n率の上昇とであるといえる。

こわ点をヨリ詳しくみるために作成しすこのがま10で 

ある。との衷には, 昭和42年と45年との問に，零細事 

業所数が300 増加なぃし減少した細分類業®名が

示されている。ま'た，100〜299だけ増满した細分類業 

糧については，業極数が示されている。このま10から, 

細分類藥糧ごとの零細事業所数の塌加な、、しは微少が, 

4,分顏業種ごとの塌減に対応して,，いくつかの中分鋭 

業種にまとまっていることがわかる。

これらの細分類業種のうち；増加の顕禁な業種は，

他の媒摸の事業所数の翻向との関係で' , 2 つのタイプ 

に分頼できる。 1 つは,零細事業所数は増加している 

力'、，従業者規模10人から100人までの各階厢の2lf業所 

数は，減少し't いる業愈糊でる。とれらをA 型の業

表 9 業種別事業所増加寄与率

( D人以下従業者躲模の3jf業所）

年 （昭和）

製造業許增加事業所数

喪 料 品 製 造 業  

缴 維 ェ 業  

衣服その他

繊 維 製 品 製 造 業  

木材，木製品製造業 

家具 /装傭品製造業

バルプ，紙 .
紙 加 ェ 品 製 造 業  

出版印刷• 同関速産業 

化 学 ェ 業 

石池製品 *
石 炭 . 製 品 製 造 業  

ゴ ム 製 品 製 造 業  

皮本 •同製品製造業 

ま業•士石製品製造業 

鉄 m 業 

非 鼓 金 属 製 造 業  

金 厲 製 品 製 造 業  

機 械 製 造 業  

電 機 械 器 具 製 造 業  

输 送 用 機 械 製 造 業  

精 密 機 械 製 造 業  

そ の 他 製 造 業

m 造 ， 業

32牟 

〜3'5年

A8.817

A71.31 
A  9.01

1
A45. 2j

A  2.9!

6.1 
A  8.1

A  0. 3；

3.6 

A  4.6 
A  7.1

2.2

1.7 
26.0 

1 0 . 0
4.0 

A  1.2 

‘O'O 

A  5.8

AlOd.O

35年 

〜38年

43. 801

%
A  6.6 

35.3

17.5

A  2. 4 

A  2.3

7.7
A  1.9

A  0.0

0.6
3.6 

A  1.0

0.8 

1.2 

18.7 
10.2

3.7

1.9

1.9 

7.6

100. 0

38年 

〜41年I

32,195

%
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1
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1
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X

A

A

A

 

A
 

A

100.0

,

年

i5 も 86r

A  3.51 
24.1

6.9

A  4.1 

4.5|

1.4

9.6

0.2

4.4
2.5 

2.7； 

2.0 
0.5;

23.5

7.5 

6.1

4.9 
2.0 

5.8

100.0

注 Atil号は滅少をあらわす。 資 料 3J]：缴所統計

種とする。いま ] つは，事業所数が全規模とも增加し 

ている業種である。これをB 型の業種とずる。

また，ぎ細. 禁所数が減少している業種も,\ 2つの' 

タイプにわけられる。 1つは , 生産額，付加価値額と 

も, 業種全体では増加しているのに，零細事業所数が 

減少している業糖i f :で，これをC型とする。いま1ゥ 

は，業種111体が衰退している業極群であり，これをD 

型と' t る。

以上の4 つのクイプにわけて，細分M業種名を示し 

たのが表11である。ただしま10にかかげた業粮名のう 

ち，分類基準変更によって内容のたi fれなV、業種は除 

いてぁ>る。 ' '

2^2(1078)
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ねん糸製造業 

綿スフ厳物製造業 

綿人觸嫌物製造業 

物手加工染色整理業 

細幅織物敏造業

建具製造業

製本業 

印刷物加工業 

印刷業

卓上用•ちゆう房用pi 
磁 »造 業

ホルト’，ナット，リ

ット. 小ねじ.木ね
製造業

類
号

分中
番 細分頻業糧名

21

横編メリヤス生地‘同 
製品》 業

婦人 •子供服製造業 

作業服製造業

段ボール製造業

写真製版業

フラスチック製はきも

の製造業
工業；?]ゴム製品製造業 

袋 物 製 造 業 ~

石工品製造業

建設用金属製品製:造業 

建築用金厲製品製•造業 

製かん板金業 

打技，プレス加工金属 

製品製造業

金属工作機械製造業 

金属工作機械用,その 

他の金属加工機械. 付 

厲品製造業 

機械工具製造業 

荷役運搬設備製造業

開閉装置，配電盤.電 
力制御装置製造

民生/f]霜気機械5}^具製 
造業

電気音響後械製造業

36 f自動車部分品.付属品
製造業 '

型 類
号 

中
番

.
0
 

1

1

D 

i

i

18

19

30

34

細分類業種名

乳製品數造業 

生バン.生菜子製造業 

乾パ ’< .干菜子製造業

でん粉製造業

粘土，かわら製造業

シン製造業

S 製造業

竹 ，とう♦きりゅぅ容 
器製造業

木製履物製造業

木船製造修理業

わらェ品製造業

注ぎ細事業所数が昭和42年:から45年に 

かけて300以上に增減した細分類業種 

を類型わけした。

但し内容不明のもの，昭和3がPか 

ら速韓して把握できなぃ業粮は除外し 
. ■ た い ' . ，.

B — 34の r金属工作機械用その他の 

■金属工作機械付属品製造業J は旧分類 

にもとづき金型製造業を舍めてぃる。 
資料工業統計ま

表1 1 類翻別

型 1 ^ 1 細 分 類 業 糖 名 型

    1

高座化.(lli動纖機の導入等）が急、速に進んだことであ製造について自動織機等を導入できる階層と，それ以

る。このことは，高級品および量産化の有利な製品の下の層との决定的な格差が生じたことを意味すし
—    . ' ■

实!施されている。織機を中心とするスクラップ. アンド，ピルドが，政府の禾Ijfe金融資と債務保証と過剩設備の買 
上げ補助とによって促進されている、 ,

法 (2 6 )例えぱ，零細機屋の♦ い石川県の場合，1̂|動化率は12%に窗り，福井県の25 %と比較しても，自動化はかなり連れ

ている。加藤誠一*'北陸網人徽織物産地の現状と転換問遊J P.1 4 びホ小企業金融公路調查時報a 14-5,19ね年 
号’)。

(2 7 )石川庫.地について次のようにいわれている4 rぜ代的織;/(7_づ(|生遗工程型の上層躲模企業J と r中商年齡層の家族 

労働力を主体とした零細機屋J が 「箸しい增加をS化ているにも拘らず, 中小規模（21~100台)が停滞姐向にあるJ

—^ 2 6 5 0 0 8 1 )—

網匿揖経営の増加につ、ての分析
「3 旧学会雑誌J 67#10号 （197禅 mn)

く前頁より表10のつづき〉

» 所増加数.
中 分 如 ^ 1000以上 500-999 300〜499 100 ~  299 評

3 6 .輸 送 用 機 械 製 造 業

3 7 .精 密 機 械 ' 製 造 業

3 8 .そ の 他 製 造 業 工業/flプラスチック
製品 (1204)
くわらエ品(1123)〉 
他に分額されないプ 
ラスチック製品

(2317)

自動lit部分品.付属 
品 (827)

く木船製造«
(340)〉

看板標識機(405) 
く®  (460) >

0 0:

2 0

3 <3>

. 1 <1>

2 0
6 <5>

計 13 <3> 13 <3> 20 く7> 66 <24> 112<37>

無印は増加く業種〉は 減 少 ( ) 内は増減数細分類業種において(製造業)を智略した。 資料工業統計衷 42年，45年

2.類型別ぎ加事:業所増加減少要因の分析 

a‘ A 填型における零細事業所増加耍因 

A 類型は，ニ極分化しっっある業種である。大規模 

ぎ 業 所 （二極化して、る上位が従業者親模100人以上なので， 

この中には中小企業上層も含まれる）と零細事:業所とに， 

生産や事業所の集中が進行している業種といえる。

このタイプには，繊維関係の業種が多い。特に纖布 

業でのぎ細事業所の増如がめだっている。これらの業 

糖の多くは, 昭和30年代前半に，零細<1̂ 11所数を減少 

させている。以下では，ぎ細事業所と大規模泰寨所と 

の増加と，その他の減少というニ極分：(匕が,何故生じ 

たかを糖 . 人綿織物業を例にとりあげ検討する。なお, 

大規模# 業所の少ない業種では，零細事業所以外のす 

ベての規模で，事業所力く減少している業種が多い。

糖 . 人網織物業の統計を整理したのが,ま12〜表15 

の諸まである。 これらの表から，零細事業所の推移に 

っいて，いくっかの点を確認しておく。縛 ，人續織物 

業の付加価値額の增加率は，照和32年〜35年で5 
昭和41年〜45年で86% である。これは製造業平均より 

は低い。ぎ細事^業所数は昭和32年〜38年では大幅な減 

少を示し.昭和38年以降では逆に，減少の！！を上回る 

増加を示した,

零細事業所数の減少した昭和30年代には，他の说摸 

の事業所数は増加している。このことは, 昭和30年代 

の線，人縮織物業では， 1事業所当りの従菜者数が増 

加し，零細事業所層の虎業あM 、は上層へという分解

が生じていたことを意味する。例えば,業種全体の付 

加価値総痛に占める20〜99人規模の事業所の比重は,

旧和32年の44.1%から35年の47.4%-^と增大しヤいる。

昭和40年代になると，様相は大きく異なり，10〜 99 

人規模の中のどの階層も，ご事業所数を減少させている。 

昭和30年代では，業種全体の享業所数は減少し従業 

者数は増加したのに対し，昭和40年代では事業所数の 

増加と従業者数の減少が生じている。他方, 100人以 

上規模め事業所は，事業所数•従業者数を減少させた 

が，イオ加価値総額に古める比重を, 昭和41年の21. 6% 

から,4 5 年の26.2%へと増加させている。同時に零細 

事業所も，付加価値総額に占める比重を高めて、、る。 

10〜99人規模のどの階層も*逆に比重を低下させてい 

るのである。

このようなを化は，何故生じたのかを，各種の実態 

調査を参照しながら明ら力、にする。その際,考慮に入 

れねぱならぬことは，横編メリヤス製造業のように， 

繊維工業でも，各規模とも事:業所数が増加している業 

種があること，昭和30年以降,ぎ細事業所数が常に減 

少しているが，従業者数は増Sillしている業種ぇぱ *

生パン，生菜子製造業）. ももること•である。すなもち，

m  • 人!^織物業の零細事業所数の増加は，日本資本主 

義の激蓄積過程で生じたものと把えると同時に，ニ極 

分化が進んでいる業糖群独自の要因によって生じたも 

のと把える必耍が^3る。

綿 . 人網I 物業の第一の特色は，政府資金に塞づく 

構逾改善事顧樊施され , 大企業を中心として， m

注( 2 4 )繊維工業全体をみた場合, 5Jさ細. 中小Jjf業所の動向について，線 . 人銷機物業とはぽ同じ変化をみてとれる。この 

点からも鍋•人後振き物業を.とりあげる意味がある。

( 2 5 )繊維工業での構造改善?!?衆は, r特矩繊維エ鍋g造改善臨時描腔法J にづき - 特定織:/fi業では，昭和42¥度から

- — 2640080) — '
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業 所 数 の 推 移 ：. 表1 3 緒人緒嶽粉業規模別従業者数の推移 衷1 4 緒人精織物業

奪細規模経営の増加につV、ての分析 

1 人当リ付;to価 値 額 規 模 別 推 移 表 1 5 綠人綠i

\ 体侧和) 

従
業者说模\

32 35 38 41 45

1〜9 へ 21,400 20,-199 15, 520 24.372 28, 650

10 〜 19 2, 214 2,716 1,744 1,853 1,581

20-29 779 801 802 642 473

30-49 579 611 523 516 442

50-99 280 337 341 352 297

100〜 199 85 121 121 128 114

200-299 , 1 7 20 33 21 26

300〜 499 16 18 16 20 15

500〜 999 9 10 11 8
2

11

1000- 1 1 1 4

nf 25, 38C 24, 294 19.112 27,914 31,613

前項比 
増加率

— A. 4% A3l% 46% , 1 3 %

\ 牟(昭和) 1
従 ^ \  
業者規模

32 35 38 41 45.

1〜9 人 59, 607 57,024 55,182 71,675 ,77, 914

10 〜 19 29,893 29, 295 24,307 26, 256 22, 363

20-29 18, 541 19,076 19. 252 15. 805 11,534

30 〜49 21.761 23,064 19, 712 19, 501 16,843

50-99 18.979 22,634 22,887 24, 358 20,366

100〜 199 11,494 16, 236 15,454 17,183 15.199

200〜 299 4, 252 も798 7,775 も874 6,455

300〜 499 5.958 . 6. 638 5. 774 7, 444 5.418

500〜 999 

1000 〜
] 7,137 1 8.029 } 8, 243}■ 7,456 j 12,485

計 177, 622 186,79^ 178, 586 194, 552 188, 577

前項比 
増加率

— . s% A  4% rん] A  Z%

資料ェ業统f愤

かし織物業本来の性格，特に，需要が多様であるこ 

と，織機が少人教で操作可能なこと，準備工程等の社 

会的分業が進展してぃることとぃう性格から，量唐化 

されなぃ製品力';大量に存在する。また，この部分を零 

細規模経営が生産することが可能なのである。そのた 

め, 技術高度イ匕による大規模生]^の優位は，全面的に 

集中をおし進めることにならず，小零細企業の存立可 

能な部タ^を, 業糖全体の拡大の中で残存させ，拡大さ 

せている0， .
この量産可能な部分を大企業に集中し，中規模事業 

所の存立基盤を弱化させた過程は，同時に「労働力不 

足J が進行した過程であった。労資は上昇傾向もす化，

资 料 x m m m  ■

労働諸条件も, 以前に較べれぱ改言されてきている。 

また，零細規模経営は，家族労働力を使用することに 

より.収入の増大を求め，長時間労働を維持することが 

できi ! " 量産できる部分では，大規模事業所と鏡争し， 

残 りめ部分では零細事業所と競争している中小®^ま所 

は，両面で，存立基盤を弱化させている。他方力，低 

賃金長時間労働を存立基盤とする年細規模経営は,相 

対的に労働力の過剰な地域で急増し中小媒模 i f業所 

に代替しているのであ，るレ

以上，分析した内容は, A タイプの業驢全体に共通 

する論理と考えられる， ，

 一 -—— ：----------------------- ；----------------— ~ ~ -  , ,

巧勁平三郎「を度経済成長過程における北陸‘機業の变貌と編成一 殊に石川産地を中心としてJ (『経済政策学会年

報b 1971年ぐ（P.125〜128)参照。 . ‘
注(2めしかし昭和3が]̂ 代には，雇用機会の增大につれ，落細規模経営の底辺部分は倚寒していった。 5{鎌 I事業所数 

の城少は，機械工策等力，、急速に発展していた群馬県. 栃木県，束京都等で顕著であった。，群馬県の場合，3人以下の 

事業所が昭和32年〜35ギ:で951Jif業所を减少させている(『工業統計表>5)。 • ,

( 2 9 )織物業での5{?細说模経営の長時間労働につ、、て，多くの事例が報告されて、る。 例えば，播州の綿•スプ條物谁に 

ついて「この程度の加：!:货は，8時|1膀働では労働カの1̂ 生産费には達しない額であり，I零箱I機業者はオ竣資本部分 

の 『☆ いつぶしJ と，肉体的消腔的長時問労働によって化だ{しているJ (中内清人げ高度経済成長J 過殺におけゐ

. 播州機業J び立教経清学研め:』25 — 41972年2H) P:152)と報告されている。

(3 0 )丹勁平三郎（前海）（P.128)では，零細機息の著しい糖加は，石川県の中でも，.キキ定地域に限られていると述ぺズ 

, いる。常細機® の増加レているのは, r零細農まが多く， 農業収益が少なく， 産業別所得格尊, 地域别所得格!̂ が大

きいこしその上，当地区は織布衆以外に就業すべき座第力;少なく，生評を立てるために出稼ぎにゆ力、ざるを得ないJ 

(p. 128)地K なのである。
, ( 3 1 ) A タイプとC クイプを比較すれは'，A タイプの特徴は明確になる。Cに屈す生パン，生期子製造業では，小ネ湖企 

梁によって生库可能な部分の坡大が# 在しないが故に， 方的r 後中力;進んでいる。しかも，f如 i 力不足J によか

m n o s 2 )

昭和) ■ ' ■

従 \ 32 35 38 41 45
業者想# \ ----：---

人 rm 万円 , が円 7；n 巧円
1〜9 fsし 

32,35は4〜9人
14.7 19. 2 33.7 39.4 69.7

10 〜 19 17.7 23.8 40.4 63.4 130. 2
20~29 19.5 30.8 47. 7 69.3 122.1
30 〜49 20.0 28.3 46： 2 63.2 135-.6
50 〜 99 20.8 31.2 49.0 62.7 128..7

100〜 199 24.3 29. 5 40.9 61.7 131.4
200〜 299 19'9 37/9 43.1 70.5 163.7
300〜499 23. 3 26.5 48.8 58.7 115.6
500〜 999 1 1
1000 〜 い 1.5 27.0 35.7 60.8

'
118.9

注 4 ~ 9 人および1 ~ 9 人は粗付加f®値額 
資 料 エ 菜 統 計 衷 .

■ L B 類盤における零細事業所め増加襄因 '

B タイプの場合，昭和30年代にも, はとんどの業種 

が零細事業所数を増加させている。昭和40年以降の付 

加価値総額の靖加率は，各業種とも製造業平;^程度か， 

それ以上となっている。昭和30年代前半に較べ, 40年 

代に付加価値額増加率のi ：昇した業種では，I事業所総 

数の増加率も上昇している。逆に，付加価偉額増加率 

力';低下した業種では，ま業所増加率も低下している。 

昭和32年〜35年では，ざ細事業増加率が，事業所総 

数増加率以下であり、昭和41̂ |̂ 〜45年では逆転じて、 

る業種が多い。従業者総数の塘加率は昭和32年〜35年 

では, 事業所総数め増加率を上回っていた。昭和41年 

〜45年では逆転して，大幅に下回っていろ業種が多い。

Bに属する業僮の約半数が,機械工業と金属製品製 

造業に属している，あとは，繊維関係等である。これ 

らの業種の特徵の1 つは，小規模生産が可能な部分と， 

大規模生産が圧倒的に有利な部分とが同一業種内に並 

存していることである。 ，

これらの業種で, 何故 , 零細事業所の増加傘が上昇， 

したのかを機械工業を例としてとりあげ檢討する.な

\ 料旧和) 

業者
32 35 38 41 45

A
1〜 9 但し

32, -.35は4〜9人

10 〜19 

20-29 . 

30 〜49 

50 〜99 

100〜 199 

200〜299 

300〜

%
11.9

19.6

13.4 

' 16.1

14.6

10.4 

3.1

,10.8

%
10.1

16. 9 

14.3 

15.9 

17.2 

11.6

9.6

%
25 ‘ 3

13 ‘ 4 

12.5 

12.4 

15. 3 

8.6 

4.6. 

7.8

%
26.5

15.6

10.3

11.6

14.4 

10.0

3.2

8.4

%
27.4

14.7

.7.1

11.5 

13. 2 

10.1

5.3

10.6

'.き十 
付加価値額

100
百万円

27, 016

100
S 方円

41,000

100
百万R

73, 338

100
M万R

106, 354

100
S 万円

198,186
頃比 

増加率
ー 52% 一 45 % 86%

注 ま 14に同じ 資料工業統計表

お, ぎ細ま業̂所の増加率の上昇を，機械：C業を例とし 

て考える際に, 考慮に入れねばならぬことがある，

第一*に，機械工業では，中小企業労働者の開業が翁’ 

増しテこことが，零細ぎ業所の増加傘の上昇をもたらレ 

たといえない。規模別の増加率の相違に,大規模ほど 

増加ギが高いとぃう構造に変化がなければ，事業所総 

数の増加率が上昇しても，零'細事業所数の増加率は，

突際に表われたほど上昇しなかった。また，事業所総 

数cb増加傘は, 昭和32年〜35年で1 7 % ,昭和41年 >-44 

年で22%であるから，単k , 開業の増加により，零細 

卒業所数の増加'を考えることはできないのである《 .

さらに，参入する侧の中小企業労働者の条件のまイ匕 

は, 参入意欲を弱まらせるととはもっても，张まらせ 

るとはいえないのでもる6 この点からも，開業の増加 

を, 主耍因とすることはできない。

第二に, 昭和40年代の機械工業ぎ細ぎ樂所の増加率：

の上昇は，中小規模♦業所の分解の結果として生じた 

とみることはできない。と の と は ，実際に中小規模
_ i

昭和40ギ代kiは，零細ぱかりでなく中小規摸事業所も減少していを6 

注 (3 2 )機械エ業をー]̂ |̂して考察することは, 機械エ業めでの各業種間の零細規摸経营め參動が，容易に頻繁に生じてぃる 

ことによる，機械：!こ業のKiziを形成するミm i说摸経常は，機械工業^ 回として存在している。それゆえ, 、どの機械の 

部だ,を製造‘，加工するかは，時に応じて柔軟に变動しうる。この点を強誠しているものに，竹内模まf 日本の機械工 
業』 (p. 162^164)がある。

( 3 3 )この点について，いくつ力、の契から推論される，最近3袖mこ開設された-4頃所を，辦業所総数^較べた場合， 

昭和32年の r高度成長J 開始期と, te和44年の r高庇成長J 第2期の後半とで大きな差がないこと■事業所統旧. 
和32年, 44年)々機械製造業め場合* 最近如設衆所の比率は昭和32牟ヤ24.5%. 4'海で25,5。/«ヤある6 とれもその 

一事免である。 . ■

r h m h h h h m m H H H I ^ だをか'，

2Q7(1083)

旧を、くに̂ ^

「マ .’ ：
.、'ご....，■'

，チfな?:.を%さミな：i?ふらだはi；;
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表I G 機械工IT  (中分類3も35, 36, 3ァを含む) 

規模別享業所数とその推移

昭和)
従柴\
者規模 \

. 32 35 38 41 44

1〜9人 24, 481 26, 257 
7 %

38,155 
45%

43, 269 
13%

5も 553 
26%

10 〜 19 8, 771 10,518
20

10, 899 
4

13, 571 
25

16,082 
19

20 〜 29
3,848 も824 

25
5, 691 
18

も902 
A14

5, 340 
9

30 〜 49 3, 259 も345 
33

も961 
14

も966 
0

5, 428 
9

50 〜 99 2, 316 3, 299 
42

3, 972 
20

4, 219 
6

5,009 
19

100〜 199
1,030 1,618

57
1,903
18

2, 068 
9

2, 519 
22

200〜 299 ■ 340 489
44

652
33,

679
4

835
23

300〜 499 219 392
79

472
20

497
5

658
32

500〜 331 509
54

654
28

736
13

949
29

計
44, 59E：52, 251 

17%
67. 35S 

29。メ
74, 907 

11
91,373

22%

注 «v業所数,下段 
X 黎统計ま

前項比憎加率

(3 4 )

表17 一般機械製造業における規模別付加価値額 

とその推移計

事業所数が増加していることから明らかでも''ざ。

以上の2 点を前提にすれば，機械：！:業でIのぎ細事業 

所数の増加率の上界は，開業が大きく変化していない 

ことを前提として説明される必要がある。問題は，零 

細事業所の開業の容易さの変化ではなく，零細事寒所 

カ冲小規模事業所化することの容をさの変化にある。 

昭和30年代前半では，労働力は過剰な状熊であり，機 

械工業全体に対する需耍の盒拡大に応じての生産力の 

拡大の過程で，個別経営が需要r 対;£；して，雇用労働 

者数を増加させることが比較的容疑であった。そのた 

め.零細ギ業所の中で上層へ移動する事業所が大量に 

存在し，参入が大量に存在しナこにも拘らず，零細事業 

所数め増加率を低くおさえることになった。

それに対し旧和40年以降では， r労働力不足J によ 

り，このうな個別経営の雇用労働者の急増による生

\従業者 
摸

年 \
II-

1〜9人
但し29,32,
35は4〜9人

10〜 19 20 〜 99 100〜 299

128.7 6.7 11.4 35.8 26.4
29 100 % 5. 2 % 8.9 % 27.8% 20.5 %

269.0 9.3 18.5 74.8 40.5
32 100 3.5 6.8 27.8 22.5

497.7 14.4 30.7 120/4 91.5
35 100 2.9 6.2 24.2 18.3

826.8 44.2 51'3 206. 6 153.9
38 100 5.3 6.3 24.9 18.6

41 1113.8 74.6 86.1 251.2 202.8
100 6.7 7.7 22.6 18.1

44 2304.4 150.8 164.4 483.3 393.7
100' 6.5 7.2 21.0 17.0

注 上 段 ，付加価値額（ifi位10億円） 下段.規模別構成比 
但 し 29年は粗付加価値g 人以下は粗付加価搞 

資料ェ榮統計表

表1 8 — 般機械製造業付加価値額増加率

度(昭
32->35 38->41 41->44

付加価値 
増 加 華

85% 35% 107%

注 32年，35年は4人以上 38年, 41年，49料え1人以上

■资料工業統tf•ま

産力増大が，相対的に困難になった。その結果，従来 

と同様の大量の新規開業が，零細業所数の増加率の 

上昇として表面にあらわれたのである。

ただしこのような巧働力市場の変化に基づく機械 

工業の生産力拡大の形態★ 化ぱ，機械工業に典型的に 

みられる生産構造の特定のあり方を前提している。機 

械工業は* ,生産過程が極々なる部品の製造，’加工と組 

立であることから，多様な工程を包含してい！>。これ 

ら0 多様な工程が，技術的性格と需要の多様性とによ 

って，極々なる規摸の経済性のもとにある。さらに， 

大規模な資本を必耍とする部r iほど競サが緩和される， 

鋳争の階層性が存在する。それゆえ，機械工業は,巨

注( 3 4 ) この他に，中小企策がfd;nして、る労働者の下請企業化を促進したことによゥて，零細経営が墙加したというきえ 

方 が る 。しかしこれは，ホ小;ffe榮力’、生産拡大の過程で，1:1己に有利な部分K：生まを集中するという一般的な要因で

あり，昭和代の変化を説明できない。 ’ ，

( 3 5 ) このととr:i体に対するj|v例報告は，金り蒋在しない。撒訪地方について，個別経営の従業射i i模波大の変化を，迫 
した報仏.がf cる。池け证孝「微訪地方における精密機械小落'細企業の構造变化Jび国民金肅公J?i劇あ月報j No.1W， 

197がf i5 ガ） (p .1 5 )では，昭和36料から従菜老媒模の掀大の純化が中小親模事業所で生じたことが示されでいる4
 268 {1084) — —
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大独占資本の存立している部門がら，小零細企業の存 

立可能な部門までを包食する摩業になっている。この 

ような性格が存在したからこそ，機械:!:業の各規摸^

層の，業所数は，生産力の急波大にJEKじて増加したの 

である。また，機械工業全体としてみれぱ，急激な集 

中が生じなかったのヤある。 しかも，機械工業の生産 

力高度化自律が，従業者の増加率の低下のもとでも，

生産力急拡大を可能にしたのである。

このようにB タイプは, 生産力急拡大の中での[労 

働力不足J に よ , 零細事業所の上層移動が従来に較 

ベ困難となり，ぎ細事業所の増加年を上昇させたとい.

ぇる。

C. C . D類型におけるぎ細事業所减少要因

C クイプは，ぎ細事^業所数が昭和30年以降減少ナギ続 

け， r労働力不足j により，大規模事^業所への生産の 

集中が，加 '速イ匕されている業種である。これらの業糧 

では，A クイプの業種と同様に，中小規模，業所の存 

立基盤が弱められている。し力、し,大規模生からと 

り残される部分の拡大がないため，ぎ細事業所は常に 

減少している。

D タイプは衰退業種である，

I V 零細規模経営増加の形態と耍因

零細規模経営が大幅に増加した業種の増加の形態を 

まとめれば，以下のようになる。

り）業種全体に対する需要の拡大に対応して，ぎ細 

媒模経営が増加した業種。これらの業種では，生産力 

高度イ匕による構造変化が生じていないしf■労働力不 

足J.の影響も余りうけていない。それゆえ，このよう 

な増加自体は，昭和30年代, 40年代， 者に共通し't  

いる形態である《また，B タイプの業種の増加にも， 

このような増加形熊が存在している。

( 2 )業種全体に対する需要拡大の中で，中小規模事 

業所層の分解が生じ，大規模ぎ業所と零細規模経営と 

へニ極分イ匕し,’ その結采，零細規模経営が増加してい 

る業® 。これらの業種の過半以上は，昭和30年代前半 

には，零細鋭模経営を増加させず，大幅に減少させて 

いる。昭和40年前後から，中小規模す漂所の減少， %  

細说模経常の増加という変化が生じている。大規摸ぎ 

業所の存在する業鍵では，大規模車業所への供中が進

んでぃる。

( 3 ) 昭和30年代前におぃて，奪細規模営は増 !!11し 

てk、たが，上位廣模はどぎ業所数の谱加率が高かった 

のに対し* 昭和40年前後から，ぎ細規摸経営の増加率

. が上昇し，業全体の事業所増加率程度か,それ以上 

になった業種。 •

以上の増加形態のうち，（2)と(3>とが零細規換経営の 

増加率の上昇をもたらした。

ぎ細廣模経営の減少の形態は，以下の2つでf cる。

( 4 ) 業種全休の需要は城大してぃるが，零細規模経 

営は減少してぃる業僮。

(5) 業種全体の需要が城少しそれに対応して零細 

規模経営が減少してぃる業種。

昭和40年前後からのぎ細植摸経営の急増は，（2)と(3》 

でみた増加形態の昭和40年頃における出現が，Hiと{5》 

でみナこ減少を凌駕したことにより出現したのである。，

次に，（2〉と{3>との増加形態が，何故出現b たかを， 

inを要して示す。 .
{2》につぃて述べれば，継 .人觸織物業を例にとって 

みたように， 「高度成長」過程における生ま力の拡大 

が大規模生産の有利性を強めたととが，一方の主要因， 

である。それと同時に，労働力需給の道迫化が進行し 

たこと力' ; , 池方の主要因である。との2 つの主要因が, 

特定の条件を持った業僮に，ニ極分化を生ぜしめた。 

その特定条件とは，大規模生産の有利性が強まってぃ 

る部分と，大規模生産の不可能な,あるぃは現段階で 

ぱ依然として低賞金労働力による小規模生産が有利な 

部分とが，共にある濕度拡大してぃるという条件でfc 
る。これらの条件をもつ業種では，一方で,大規模生 

産技術の発展により，大規模ぎ業所への生産の集中と,. 

中小規模ま 業̂所の分解とが生じてぃる。¥ 方で，低賃 

金 ，長時間労働の零細規搏経営が，「労働力不足Jを契 

機として中小規摸事業所に代替し, 急増してぃる。 （2>

の増加は* このように説明される。

{3》につぃてみるならば， 「高度成處1 過程で最も急 

速に需要が拡大し生産が拡大した業鶴の中に，小規 

摸生産が可能な部分力1存在し，その部分も急掀大した 

ことによる，零細規模経営の増加である。 「労働力不 

足」により，業糖全体として. また個別経営としても,. 

雇用者数を増加させることが，相対的に困難になっすこ 

過程で，小規模生ま部分の急拡大が生じた0 そのた.め.

注( 3 6 ) 『中小企業由昭ギリ48制 K (P .8 4 )でボされているr小現横企業J と中/J,、企業^ の問で，資本装前率格差が縮小 

したととも，このよラな脈格の中で理解すべきでをJる。
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急拡大した小規模生部分は，雇用者拡大が困難なた. 

め零細規模に窗っている経営と, 従来通りに開業して 

くる新規零細規模経営に担われた。このような理由に 

より, 零細扭模経営の增加率は上昇したの' る。

(2)と(3》とを全体的にみるならぱ，以下のごとく整理 

される。基本的要因として， 「高度成長」過程が，重 

化学工業を中心とする,生産力の急被大過程でった 

こ<5;,' それふ;単に急拡大だけでなく，生ま力高度イ匕の 

過程であったこと，またそれは，労働力ポ場の需給の 

追迫化をもたらしおこと，この3 点があげられる。 こ 

れらの-要旧が，一方で,中小規模事業所の分解とぎ細 

規模経営の代替的怠増をもたらし，他方で，小規模生 

座部分の急拡大を零細規模経営の魚増によって担わせ, 

可能にさせていづたのである。

V まとめにかえて

小論をおわるにたり，f t後に,ぎ細規摸経営の増 

加はどのような意味をもっているかについて，いぐつ 

か指摘する。

第一の点は， 「高度成長」過糖そのものが，奪細規 . 

模経営の急培を必要条件としていることである。 この 

点は，機械工mでのぎ細規摸経営に顕著にあらわれて 

いる。機械工業ほ， 「高度成長J 過程を推進した1 つ 

の主軸である。機械工養の生産力拡大は , 目大独- 

占的大企業が大規模生産の最 も有利な部分に特化し 

他を下請として利用することによって可能になったの 

である。さらに，大企業の下請は，ヨリ下位の企業を 

下請として禾I]用することにより，その規模での最大限 

の効率性を追求した。このようにして,機械工業全体 

の魚速な生ま性上昇と，生産力の急拡大を可能に^した

のである。下請利用の底辺にあり，もっとも手間のか 

かる小規摸生;ま郁分の生産波大を可能にしたのが，零 

細規模経営の急增なのでもる，しかも，これらの零細 

規模経営は，大企業と較べれぱ，依然として低賃金， 

長時間労働であり.，この意5^でも，巨大独占‘的天企業 

は節約し，効率的生産力拡大をなしえた。

このような生産力急拡大と，零細媒摸経営の急増と 

の関係は，昭和30年代前ik：も，もちろん存在していた 

のだが，雇用域;大が容易であったが故に，零如想捧経 

営の単なる外延的拡大が生じ，ぎ細廣摸ま営の増加率 

としては低くおさえられていた。

第二の点は，零細規模経営の増加は，労働力市場の 

需給の通迫イヒを緩和しようとする，資本の行励のr- 表 

現であるということである。すなわち，低賞金労働力 

の一*形態としての面をぎ細躲摸経営は持っている。 t  
の面が,最も撒くでているのカ纖物室での農村地域で 

の零細規模経営の増加である。

これらの二面を持って増加したぎ細規模経営は，階. 

層化した競争の最底辺に存在するものとしズ，独占資 

本によっズ支配収奪される不安定な存在なのである。

このことは，中小企業労働者の開業が依然'として存在 

している以上， ら変イ匕しない。 .

ただし依然として，構造的に支配収海される存在で 

あっても, 中小企業労働者の労働諸条件，，賃金水準の 

.触 に 触 し た , 零細規模経営の労働諸条件の改善, 

収入の増大は生じている。,この点を無視してはならな 

い。しかしこれを過大評価して，中小企業問題の解消 

の一 根拠とすることなど, 当然できないことである。

同様なことが，3̂ 細規模経営の生産力の高度化つ 

いてもい免る。 ■■

爐應義塾大学大学院経済学研究科博士課程）

伊東係吉名誉教授略歷

東京深川に生まる（生地，旧町名, 深川区西ギ井町，現在の
治41年11月 1 日 伊 東 ！̂+ 郎 . ゆきの三男として，

江躯東陽町 )

深川区東陽小学校入学 

東京千駄ヶ谷第-*小学校へ転校 

慶應義熟普通部入学 . ■

慶應義熬普通部第4学年修了 '

慶應義趙大学経済学部入学 - .
同 ギ 業 •

慶應義塾高学部助手，数ヶ月後に講師兼務 ■

廣應義趙寄宿舎舎監兼務 . ,

•初夏より秋にかけて中ffl (満洲 . 北中支）の産業祝寒旅行彼應義働S造）

慶應義塾高等部教授

慶應義熟大学亜細亜研究所所員兼務 ：

. 慶應義塾大学経済学部教授。その後新制大学院設置と同時に経済学研究科（⑨士及び博士課程） 

の教授（委員〉を兼ね定年に至る。

通産省産'業合理化委員会委員

段醇義塾派遣留学生として約1年間欧米諸国の業構造 • 中小企業研究のため窜学， ' 
「日本中小金業の研究」で経済学博士の学を受く 

r日本中小企業の研究J に よ っ て 慶 應 義 熟 賞 を 授 与 さ る '

東京大学経済学部講師を兼ね,中小企業論を担当 .

廣應義塾大学経済学部長兼大学院経済学班光科委員長 ‘

法務省司法試験考查委員（経済政策担当）

47年 3 月， 廣應輯塾大学業研究所所長兼務  "

日本経済政策学会代表 • 日本学衛会讀派遗委員としてドイタ社会政ま学会創立100年記念大会 

(於ボン市）に出席。外a 学会代まとして挨接を述べ，ういでスイスで開かれた13際中小 

. 企業学会に.日本学術振興会中小企業ま員会代まとして論文報告をなす， ■
慶應義熟大学を定年退職'。

慶應義塾大学名誉教授,千盤商科大学教授

大正4年 4 月 

大正7年 4 月 

大正10年 4 月 

大正M年 3 月 

大正14年 4 月 

昭和6年 3 月 

昭和6年 4 月 

昭和8年 

昭和14年 

昭和16年 

昭和18年 ‘ 

昭和20年 4 月

昭和31〜32年 

昭和32〜33年 

昭和35年 3 月 

昭和35年11月 

昭和40年 4 月 

昭和40〜42年 

昭和42〜47年 

昭和44年 4 月〜 

昭和47年 9 月

•i®和49年ク月 

昭和49年 .4 月

現往の役職  . '

ゼ本経済政策学会常務理事

ロ本学術振興会. 産業構造，中小企業委員会委貴 

中小企業研究センタ一理ぎ ■

社R1法人中小伞業研究！所理事 

ifす団法人政治経済研究所顧問

その他所属学会

社会政策学会 

経済理論学会 

、国際経清学会 

.社会経畔学会 

日本経営学会 

欲業経资学会

日ソ経情学者の会 (評議員）
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